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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　κ-カゼイノグリコマクロペプチドを有効成分として含むラクトバチルス属乳酸菌の生
残性向上剤と、ラクトバチルス属乳酸菌とを含んでなる、食品組成物であって、
　前記κ-カゼイノグリコマクロペプチドは、κ-カゼイノグリコマクロペプチドそれ自体
またはκ-カゼイノグリコマクロペプチド含有物（スイートホエイを除く）として含まれ
るものであり、
　ラクトバチルス属乳酸菌がラクトバチルス・ガセリ（Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇ
ａｓｓｅｒｉ）種である、食品組成物（但し、食品組成物はプロピオン酸菌発酵物を含ま
ない）。
【請求項２】
　ラクトバチルス属乳酸菌が、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２
７１６株、及びＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株から選
択される１種以上のものである、請求項１に記載の食品組成物。
【請求項３】
　ラクトバチルス属乳酸菌の生残性が向上した、請求項１または２に記載の食品組成物。
【請求項４】
　ｐＨ２．５～５．５の低ｐＨ環境におけるラクトバチルス属乳酸菌の生残性が向上した
、請求項１～３のいずれか一項に記載の食品組成物。
【請求項５】
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　組成物保存後１６日目におけるラクトバチルス属乳酸菌の生残性が向上した、請求項１
～４のいずれか一項に記載の食品組成物。
【請求項６】
　κ-カゼイノグリコマクロペプチドを０．１～０．６重量％含む、請求項１～５のいず
れか一項に記載の食品組成物。
【請求項７】
　請求項１に記載のラクトバチルス属乳酸菌の生残性向上剤を、ラクトバチルス属乳酸菌
含有組成物に添加することを特徴とする、食品組成物の製造方法。
【請求項８】
　前記の乳酸菌含有組成物の発酵前に、前記の乳酸菌の生残性向上剤を、前記の乳酸菌含
有組成物に添加することを含んでなる、請求項７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の参照】
【０００１】
　本願は、先行する日本国特許出願である特願２００９－２０３１５７号（出願日：２０
０９年９月２日）に基づくものであって、その優先権の利益を主張するものであり、その
開示内容全体は参照することによりここに組み込まれる。
【発明の背景】
【０００２】
技術分野
　本発明は、κ-カゼイノグリコマクロペプチド含有物を有効成分とする、ラクトバチル
ス属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤に関する。
【０００３】
関連技術
　消化管内の細菌叢を改善するなど、宿主に有益な作用をもたらしうる有用な微生物は、
プロバイオティクスと称され注目を集めている。このような有用な微生物の一つとして、
乳酸菌がある。最近では、乳酸菌の機能性研究が盛んになってきており、その乳酸菌を利
用して、新規な機能性を盛り込んだ商品の開発も進んでいる。そのような乳酸菌として、
ラクトバチルス（Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ）属乳酸菌等が挙げられる。
【０００４】
　乳酸菌の経口的な摂取方法として、各種の食品形態が存在する。発酵乳等を代表とする
発酵食品では、低ｐＨ環境となっており、乳酸菌の増殖及び生存には適さないことも多い
。食品中で乳酸菌を増殖促進又は生残性向上させることは、乳酸菌が前記のようなプロバ
イオティクスの機能性を有する場合には、予防医学にとって絶大な貢献となる。
【０００５】
　食品中で乳酸菌を増殖促進及び／又は生残性向上させることに関し、いくつかの方法が
提案されている。文献（Ｒ．Ｉ．デイブ等(R.I.Dave and N.P.Shah),“Ingredient Suppl
ementation Effects on Viability of Probiotic Bacteria in Yogurt",J. Dairy Sci 81
, 2804-2816 (1998)）には、システイン、ホエイ粉末、ＷＰＣ、カゼイン水和物、又はト
リプトンを添加することで、ビフィズス菌やアシドフィラス菌を含むヨーグルトの保存中
に、それら菌数の維持が改善されたことが報告されている。
【０００６】
　また、文献（Ｒ．Ｉ．デイブ等(Rajiv I.Dave and Negendra P.Shah),“Effectiveness
 of Ascorbic Acid as an Oxygen Scavenger in Improving Viability of Probiotic bac
teria in Yoghurts Made with Commercial Starter Cultures",Int. Dairy Journal 7, 4
35-443 (1997)）には、活性酸素除去剤として、アスコルビン酸を添加することで、プロ
バイオティクス菌（アシドフィラス菌）の菌数の消長が改善されたことが報告されている
。
【０００７】
　一方、特許第３４４７３５８号公報には、「乳酸菌生残性向上剤」として、乳又は乳素
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材（例えば、バターセーラム、バターミルク）に特定の処理を施すことによって得られる
、特定量の脂質を含有するものが開示されている。具体的には、この向上剤を乳酸菌の培
地に添加して用いることが開示されている。
【０００８】
　また、特開２００７－０９７４４７号公報には、プロピオン酸菌及び／又はナフトキノ
ン環を有する化合物産生菌の培養物、溶媒抽出物及び／又は、その処理物を使用すること
を特徴とする、ビフィズス菌の生残性改善方法が開示されている。具体的には、プロピオ
ン酸菌がビフィズス菌の増殖促進物質を産生することが開示されている。
【０００９】
　従来技術では、乳タンパク質や活性酸素除去剤などを添加することで、微生物の生残性
を改良しようとしていた。しかしながら、これらの物質では、ヨーグルトの風味や物性へ
の影響が大きく、その使用には限界があった。特に抗酸化剤である活性酸素除去剤では、
自己酸化により効果を発揮することから、相当量を使用しないと、その効果の持続性を期
待できなかった。また、乳又は乳素材では、特定の処理が必要となるため、その調製に手
間がかかり、ひいてはコストアップにもつながっていた。
【００１０】
　κ-カゼイノグリコマクロペプチドがビフィズス菌の増殖促進効果を有することは既知
であるが、その作用機構は、未だ解明されていない。まして、κ-カゼイノグリコマクロ
ペプチドが乳酸菌の増殖促進効果や生残性向上効果を有することは、本発明者らの知る限
り、これまで全く知られていなかった。
【発明の概要】
【００１１】
　本発明者らは今般、ラクトバチルス属乳酸菌を含む食品組成物の風味や物性に影響を与
えずに、該食品組成物に含まれている該乳酸菌の増殖を促進し、かつ、その生残性を向上
する方法を実験的に検討した。その結果、乳由来の素材であるκ-カゼイノグリコマクロ
ペプチドを使用することで、ラクトバチルス属乳酸菌を含む食品組成物の風味や物性へ影
響を与えることなく、該乳酸菌の増殖を促進し、かつその生残性を向上することに成功し
た。さらにこの場合、効果の持続性が高くて優れており、食品組成物の保存中においても
その品質を維持できることがわかった。本発明はこれら知見に基づくものである。
【００１２】
　従来の抗酸化剤等の生残性向上剤では、自己酸化により効果を発揮することから、効果
の持続性が乏しかった。また、風味や物性への好ましくない影響があった。本発明では、
従来技術にある抗酸化剤などの添加による、乳酸菌の生残性や活力の向上方法とは全く異
なり、新しい視点に立ったものを提供する。
【００１３】
　よって本発明によれば、ラクトバチルス属乳酸菌を含む食品組成物の風味や物性へ影響
を与えることなく、該乳酸菌の増殖を促進し、かつその生残性を向上することができ、か
つ効果の持続性に優れ、食品保存中での品質維持にも貢献し得る、ラクトバチルス属乳酸
菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤の提供をその目的とする。
【００１４】
　すなわち、本発明によれば、以下の発明が提供される。
［１］　κ-カゼイノグリコマクロペプチドを有効成分として含む、ラクトバチルス属乳
酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤、
［２］　ラクトバチルス属乳酸菌がラクトバチルス・ガセリ（Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕ
ｓ　ｇａｓｓｅｒｉ）種である、前記［１］に記載のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進
剤及び／又は生残性向上剤、
［３］　ラクトバチルス属乳酸菌が、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　Ｏ
ＬＬ２７１６株、及びＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株
から選択される１種以上のものである、前記［１］または［２］に記載のラクトバチルス
属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤、
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［４］　前記［１］～［３］のいずれかに記載のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及
び／又は生残性向上剤を、ラクトバチルス属乳酸菌含有組成物に添加することを特徴とす
る、ラクトバチルス属乳酸菌含有組成物においてラクトバチルス属乳酸菌を増殖促進及び
／又は生残性向上させる方法、
［５］　前記の乳酸菌含有組成物の発酵前に、前記の乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残
性向上剤を、前記の乳酸菌含有組成物に添加することを含んでなる、前記［４］に記載の
方法、
［６］　前記［１］～［３］のいずれかに記載のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及
び／又は生残性向上剤と、ラクトバチルス属乳酸菌とを含んでなる、食品組成物、
［７］　ラクトバチルス属乳酸菌含有組成物において、ラクトバチルス属乳酸菌を増殖促
進及び／又は生残性向上させるための、κ-カゼイノグリコマクロペプチドの使用。
【００１５】
　本発明のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤によれば、κ-
カゼイノグリコマクロペプチドを使用することで、食品や食品組成物などのラクトバチル
ス属乳酸菌含有組成物において、ラクトバチルス属乳酸菌の増殖を促進させ、及び／又は
生残性を向上させることができる。また、本発明によれば、κ-カゼイノグリコマクロペ
プチドを使用することで、発酵乳等を代表とする低ｐＨ環境の発酵食品において、ラクト
バチルス属乳酸菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上でき、さらに生体内への摂取後に
、ラクトバチルス属乳酸菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上させることができる。
【００１６】
　さらに、本発明によれば、κ-カゼイノグリコマクロペプチドを使用することで、ラク
トバチルス属乳酸菌を含む食品や食品組成物の風味や物性に影響を与えることなく、該乳
酸菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上させることができる。特に、本発明によれば、
近年、その優れた効能が解明されつつあるラクトバチルス・ガセリ（Ｌａｃｔｏｂａｃｉ
ｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ）種の乳酸菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上させること
ができる。従って、本発明によれば、食品や食品組成物において、本来有する風味や物性
を損なうことなく、長期保存後にも、プロバイオティクスとして高い機能性を付与した状
態を維持できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実験例１における、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７
１６株の菌数の生残率（保存日数後の生菌数／保存開始時の生菌数（％））を示すグラフ
である。
【図２】実験例２における、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９
５９株の菌数の生残率（保存日数後の生菌数／保存開始時の生菌数（％））を示すグラフ
である。
【図３】実験例３における、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７
１６株の菌数（cfu/g）を示すグラフである。
【発明の具体的説明】
【００１８】
乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤
　本発明による乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤は、κ-カゼイノグリコマク
ロペプチドを有効成分として含むものである。すなわち、本発明は、κ-カゼイノグリコ
マクロペプチドを使用することで、ヨーグルトなどに含まれるラクトバチルス属乳酸菌な
どのプロバイオティクス菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上させるものである。
　ここで、「乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤」とは、乳酸菌の増殖促進及び
生残性向上の両方の性能を含む薬剤に加えて、乳酸菌の増殖促進、乳酸菌の生残性向上の
一方のみの性能を奏する薬剤を包含する意味で使用される。ただし、これらの意味を包含
する表現として、「乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤」は、乳酸菌の増殖促進
及び生残性向上剤、又は乳酸菌の増殖促進及び生残性向上用組成物、又は乳酸菌の増殖促
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進及び生残性向上用添加剤と言い換えることもできる。
【００１９】
　ここで、乳酸菌の「増殖促進」とは、乳酸菌が、乳酸菌の成長又は維持に適した環境下
にあるときに、乳酸菌に作用して乳酸菌の増殖の促進を図り、菌数の増大等が図れること
を言う。本発明では好ましくは、乳酸菌を含有する組成物中において、その所定の保存環
境下にて、乳酸菌の増殖が促進されることを言う。
【００２０】
　ここで、乳酸菌の「生残性向上」とは、乳酸菌の成長又は維持に適した環境下にあると
きに、乳酸菌に作用して乳酸菌の死滅を抑え、生存して残っている乳酸菌の数を維持、向
上させることを言う。本発明では、好ましくは、乳酸菌を含有する組成物中において、そ
の所定の保存環境下にて、乳酸菌の生存残留数が向上されることを言う。
【００２１】
　ここで、κ-カゼイノグリコマクロペプチド（ＣＧＭＰ）は、乳タンパク質の一つであ
るκ-カゼインの断片であり、κ-カゼインの糖ペプチドを含むＣ末端ペプチドである。κ
-カゼイノグリコマクロペプチドは、通常ではカゼインミセルの一部となっており、ミセ
ルの外縁部に位置している。κ-カゼイノグリコマクロペプチドは、通常、κ-カゼイノグ
リコマクロペプチド含有物の形態で入手できる。
　κ-カゼイノグリコマクロペプチド含有物は、種々の方法で分離して調製できる。例え
ば、乳タンパク質にキモシンを作用させることで取り出して調製できる。また、例えば、
κ-カゼインにペプシンを作用させてから酸を加えて、パラκ-カゼイン画分を沈殿させて
得られた上清部を透析して脱塩した後に、必要に応じて凍結乾燥などすることで調製でき
る。さらに、例えば、レンネットやペプシンあるいは両者を酸カゼインに作用させて凝乳
処理し、レンネットカゼインカードを形成させて、その際に生成するホエイを利用するこ
とで調製できる。具体的には、該ホエイでは、リン酸カルシウムを含んでおり、ｐＨと温
度を調整して（例えば、ｐＨを８～９とし、温度を５０～６０℃に調整して）、リン酸カ
ルシウムを沈殿させて除去して得られる上清部を中性領域に戻して調整してから、逆浸透
膜で濃縮して脱塩した後に、必要に応じて噴霧乾燥などすることで調製できる。
　あるいは、κ-カゼイノグリコマクロペプチドは、市販品があればそれを利用してもよ
い。
【００２２】
　本発明のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤には、上記のκ
-カゼイノグリコマクロペプチド含有物やその処理物をそのまま、あるいは溶媒で希釈し
た可溶画分や不溶画分として得、これをそのまま使用することができる。該溶媒としては
、水や通常で用いられる溶媒、例えば、アルコール類、炭化水素類、有機酸、有機塩基、
無機酸、無機塩基、超臨界流体等を単独あるいは複数を組合せて用いることができる。ま
た、本発明のラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤は、前記のκ
-カゼイノグリコマクロペプチドそれ自体やその処理物に、水、タンパク質、糖質、脂質
、ビタミン類、ミネラル類、有機酸、有機塩基、果汁、フレーバー類等の食品組成物を組
合せて得ることもできる。
【００２３】
　本発明の乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤を、κ-カゼイノグリコマクロペ
プチドの濃度に換算して、好ましくは０．０５～０．６重量％、より好ましくは０．１～
０．４重量％、さらに好ましくは０．２～０．３重量％含むように、前記の乳酸菌含有組
成物に加えることができる。このとき、前記の乳酸菌含有組成物は、ラクトバチルス属乳
酸菌を、好ましくは１０５ＣＦＵ／ｇ以上、より好ましくは１０６～１０９ＣＦＵ／ｇの
範囲、さらに好ましくは、１０７～１０８ＣＦＵ／ｇの範囲で含むことができる。
【００２４】
　本発明者らが検討したところによれば、本発明によるラクトバチルス属乳酸菌の増殖促
進剤及び／又は生残性向上剤は、低ｐＨ環境において、該乳酸菌の増殖を促進及び／又は
生残性を向上する機能を発揮できるものであった。発酵乳等を代表とする乳酸菌を含有す
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る食品や食品組成物では、一般的に低ｐＨ環境となっており、乳酸菌の増殖及び／又は生
存には適さないことも多い。本発明の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤は、低ｐＨ環境
においても、乳酸菌の増殖を促進及び／又は生残性を向上する機能を発揮できるので、発
酵乳等を代表とする乳酸菌を含有する食品や食品組成物における乳酸菌の増殖を促進及び
／又は生残性を向上する上で有用である。本発明の乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性
向上剤は、乳酸菌を含有する食品や食品組成物のｐＨ等を考慮した上で、従来技術と差別
化した低ｐＨ環境において、より効果的に機能を発揮できる。このとき、該低ｐＨ環境と
して、好ましくはｐＨで２．５～６．５、より好ましくはｐＨで３．０～５．５、さらに
好ましくはｐＨで３．５～５．０、最も好ましくはｐＨで３．８～４．８である。
【００２５】
　本発明によるラクトバチルス属乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤は、ラクト
バチルス属乳酸菌として特に、その優れた効能が解明されつつあるラクトバチルス・ガセ
リ（Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ）種に適用することが好ましい。そし
て、ラクトバチルス・ガセリ種は、例えば、ラクトバチルス・ガセリＯＬＬ２７１６（Ｌ
ａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６：ＦＥＲＭ　ＢＰ－６９９
９）株、ラクトバチルス・ガセリＯＬＬ２９５９株（Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａ
ｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９：ＮＩＴＥ　ＢＰ－２２４）である。
　なお、後述するように、本発明においては、本発明の乳酸菌の増殖促進剤及び／又は生
残性向上剤の効果をこれら菌株において実験的に確認している。
【００２６】
　ここで、これら乳酸菌の寄託に関する情報は、以下の通りである。
　Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６株は、独立行政法人産
業技術総合研究所特許生物寄託センターに寄託されている。該寄託を特定する内容を下記
する。
（１）寄託機関名：独立行政法人産業技術総合研究所　特許生物寄託センター
（２）連絡先：〒３０５－８５６６　茨城県つくば市東１丁目１番１　中央第６
（３）受託番号：ＦＥＲＭ　ＢＰ－６９９９
（４）識別のための表示：　Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７
１６
（５）原寄託日：平成１１年５月２４日
（６）ブタペスト条約に基づく寄託への移管日：平成１２年１月１４日
　上記のＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６は、ヒト糞便よ
り分離された。グラム陽性桿菌であり、グルコースよりガスを産生せず、カタラーゼ陰性
を示す。グルコース、マンノース、フルクトース、ガラクトース、シュークロース、セロ
ビオース、ラクトース、トレハロース、スターチ、デキストリンを資化して酸を生成する
。
【００２７】
　一方、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株は独立行政法
人製品評価技術基盤機構特許微生物寄託センターに寄託されている。該寄託を特定する内
容を下記する。
（１）寄託機関名：独立行政法人製品評価技術基盤機構特許微生物寄託センター
（２）連絡先：〒２９２－０８１８　千葉県木更津市かずさ鎌足２－５－８
（３）受託番号：ＮＩＴＥ　ＢＰ－２２４
（４）識別のための表示：Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５
９
（５）原寄託日：２００６年３月３１日
（６）ブタペスト条約に基づく寄託への移管日：２００７年１１月２１日
　上記のＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株は、ヒト糞便
より分離された。グラム陽性桿菌であり、グルコースよりガスを産生しない。グルコース
、マンノース、フルクトース、ガラクトース、シュークロース、セロビオースを資化する
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。
【００２８】
　本発明のラクトバチルス属乳酸菌を増殖促進及び／又は生残性向上させる方法は、前記
のκ-カゼイノグリコマクロペプチド含有物を有効成分とするラクトバチルス属乳酸菌の
増殖促進剤及び／又は生残性向上剤を、ラクトバチルス属乳酸菌含有組成物に添加するこ
とによって行われる。該添加の時期として、ラクトバチルス属乳酸菌含有組成物の発酵前
、発酵中、発酵後のいずれでも構わないが、製品全体で効果や作用などを均一に管理しや
すいことから、好ましくは該乳酸菌含有組成物の発酵前であり、κ-カゼイノグリコマク
ロペプチド含有物を衛生的に管理しやすいことから、より好ましくは該乳酸菌含有組成物
の殺菌前である。
【００２９】
　本発明によれば、さらに、本発明の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤を食品や食品組
成物に用いても良い。すなわち、本発明の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤は、前記の
乳酸菌を含む食品や食品組成物に用いることができる。該食品や食品組成物として、例え
ば、各種の飲食品（清涼飲料、発酵乳、ヨーグルト等）が挙げられる。
【００３０】
　本発明の増殖促進剤及び／又は生残性向上剤と前記の乳酸菌とを含む食品や食品組成物
は、そのまま使用したり、他の食品や食品成分と混合したりするなどで、通常の食品組成
物における常法に従って用いることができる。また、その性状についても通常で用いられ
る飲食品の状態や形態、例えば、固体状（粉末、顆粒状、その他）、ペースト状、液状な
いし懸濁状のいずれでも良い。
【００３１】
　その他の成分についても特に限定されないが、前記の食品や食品組成物には、水、タン
パク質、糖質、脂質、ビタミン類、ミネラル類、有機酸、有機塩基、果汁、フレーバー類
等を成分として用いることができる。これらの成分は、２種以上を組合せて用いることが
でき、合成品及び／又はこれらを多く含む食品や食品組成物を用いても良い。
【実施例】
【００３２】
　以下、本発明について実施例を挙げて説明するが、本発明は、これにより限定されるも
のではない。なお、本明細書において、％の表示は明示しない場合、重量％を示すものと
する。
【００３３】
　ヨーグルトのプロバイオティクス株であるＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒ
ｉ　ＯＬＬ２７１６株（ＦＥＲＭ　ＢＰ－６９９９）と、同菌種のプロバイオティクス株
であるＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株（ＮＩＴＥ　Ｂ
Ｐ－２４４）のヨーグルト中での生残性に対するκ-カゼイノグリコマクロペプチド（Ｃ
ＧＭＰ）の影響を検討した。なお、ＣＧＭＰには、アーラフーズイングレディエンツジャ
パン株式会社のＣＧＭＰ－１０を用いた。
【００３４】
実験例１
　ＣＧＭＰを０．２％で添加したヨーグルトミックスへ、スターター（Ｌａｃｔｏｂａｃ
ｉｌｌｕｓ　ｂｕｌｇａｒｉｃｕｓとＳｔｒｅｐｔｏｃｏｃｃｕｓ　ｔｈｅｒｍｏｐｈｉ
ｌｕｓの混合培養物）を２％と、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ
２７１６株の濃縮菌液（４×１０１１ ＣＦＵ／ｇ）を０．０２５％で同時に添加して発
酵し、ヨーグルトを調製した。一方、ＣＧＭＰを添加しないこと以外は全く同様に、ヨー
グルトを調製し、コントロールとした。
【００３５】
　これらのヨーグルトを５℃にて、賞味期限である１６日間で保存した。該保存の期間に
おいて、ＣＧＭＰの添加の有無により、風味、物性、乳酸酸度及びｐＨに差はなかった。
さらに、保存の開始時（調製直後）、８日後及び１６日後に、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕ
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ｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６株の菌数を測定した。この菌数及び生残率（保存日
数後の生菌数／保存開始時の生菌数（％））を表１に示した。また、Ｌａｃｔｏｂａｃｉ
ｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６株の菌数の生残率（保存日数後の生菌数／保
存開始時の生菌数（％））を図１に示した。
【００３６】
【表１】

 
【００３７】
実験例２
　ＣＧＭＰを０．２％で添加したヨーグルトミックスへ、スターター（Ｌａｃｔｏｂａｃ
ｉｌｌｕｓ　ｂｕｌｇａｒｉｃｕｓとＳｔｒｅｐｔｏｃｏｃｃｕｓ　ｔｈｅｒｍｏｐｈｉ
ｌｕｓの混合培養物）を２％と、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ
２９５９株の濃縮菌液（２×１０１１ ＣＦＵ／ｇ）を０．０４％で同時に添加して発酵
し、ヨーグルトを調製した。一方、ＣＧＭＰを添加しないこと以外は全く同様に、ヨーグ
ルトを調製し、コントロールとした。
【００３８】
　これらのヨーグルトを５℃にて、賞味期限である１６日間で保存した。該保存の期間に
おいて、ＣＧＭＰの添加の有無により、風味、物性、乳酸酸度及びｐＨに差はなかった。
さらに、保存の開始時（調製直後）、８日後及び１６日後に、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕ
ｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株の菌数を測定した。この菌数及び生残率（保存日
数後の生菌数／保存開始時の生菌数（％））を表２に示した。また、Ｌａｃｔｏｂａｃｉ
ｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株の菌数の生残率（保存日数後の生菌数／保
存開始時の生菌数（％））を図２に示した。
【００３９】
【表２】

【００４０】
　その結果、ヨーグルトを１６日間で保存した後に、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａ
ｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２７１６株の生残率は、保存の開始時（調製直後）を１００％として
、ＣＧＭＰを無添加の場合には２２．１％、ＣＧＭＰを添加の場合には４２．８％であっ
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た。また、ヨーグルトを１６日間で保存した後に、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓ
ｓｅｒｉ　ＯＬＬ２９５９株の生残率は、保存の開始時（調製直後）を１００％として、
ＣＧＭＰを無添加の場合には２０．６%、ＣＧＭＰを添加の場合には４１．９%であった。
これら乳酸菌の生残率は、製品の品質を確保する上で非常に重要であり、本発明では、そ
の要素を格段に向上できたこととなる。ここでは、乳酸菌の生残性向上効果を確認できた
。
【００４１】
ヨーグルトのプロバイオティクス株であるＬａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ
　ＯＬＬ２７１６株（ＦＥＲＭ　ＢＰ－６９９９）を用いて、増殖促進に対するκ-カゼ
イノグリコマクロペプチド（ＣＧＭＰ）の影響を検討した。
【００４２】
実験例３
　ＣＧＭＰを０．２％で添加したＭＲＳ培地（Difco Lactobacilli MRS Broth (Becton, 
Dickinson and Company)）に、Ｌａｃｔｏｂａｃｉｌｌｕｓ　ｇａｓｓｅｒｉ　ＯＬＬ２
７１６株の濃縮菌液（４×１０１１ ＣＦＵ／ｇ）を１０倍に希釈してから１％で接種し
、４０℃で培養した。一方、ＣＧＭＰを添加する代わりに同量の脱脂粉乳を添加した培地
を調製して同様の試験をし、コントロールとした。
　それぞれ経時的に、それらの菌数を測定した。結果は表３と図３に示されるとおりであ
った。
【００４３】
【表３】

【００４４】
　その結果、ＣＧＭＰを添加した場合には、ＣＧＭＰを添加しない場合に比べて、乳酸菌
数が１０８cfu/gに達する時間が約１時間短縮された。ここでは、乳酸菌の増殖促進効果
を確認できた。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明に基づくκ-カゼイノグリコマクロペプチド含有物を用いることにより、食品組
成物の風味や物性への影響がなく、さらに効果の持続性が高くて優れた、乳酸菌等の増殖
促進剤及び／又は生残性向上剤を提供することができる。
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